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１ はじめに



はじめに

日本の総人口は平成20年（2008年）の1億28百万人をピークに減少に転じ、
令和42年（2060年）には約87百万人まで減少し、世界のどこの国も経験したこ
とのない超高齢社会を迎えると推計されています（「国立社会保障・人口問題研
究所※」推計）。

この人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し、国と地方
が一体となって日本の急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口減少に歯止
めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で
住み良い環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくこと
を目的に「まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）」が制定されま
した。

木島平村においては、昭和30年（1955年）に村が誕生して以降、人口の減少
が続いており、今後も更なる人口減少が見込まれ、人口減少の克服、地域経済の
発展や活力ある地域社会の形成が課題となっています。

この人口ビジョンは、本村における人口の推移と現状、将来推計を分析し、人
口減少問題に関する基本認識の共有を図り、取り組むべき将来の方向を示すもの
です。
※国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）は厚生労働省に所属する国立の研究機関であり、平成8年（1996年）12月に厚生省人口問題研究

所と特殊法人社会保障研究所との統合によって設立しました。人口や世帯の動向を捉えるとともに、内外の社会保障政策や制度についての研究を
行っています。
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２ 人口の現状分析
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（資料）長野県「毎月人口異動調査」

木島平村の人口ピラミッド（令和元年10月1日現在）

• 本村の人口ピラミッドは、65歳以上の老年人口が35％を超えいています。年少人口が少
なくなってきていることから、本格的な超高齢社会に突入したことを示しています。

• 生産年齢人口をみると、20歳代前半の人口が極端に少ないことから、大学進学や就職等
で村外へ転出した後、木島平村に戻ってきていない若者が多いのではないかと考えられま
す。
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• 昭和55年（1980年）の人口ピラミッドは、年少人口、生産年齢人口が全体を支えるピラミッド型でした。

• 令和元年（2019年）は、老年人口が増加し、年少人口が少ないつぼ型に変化しました。

• 今後の人口構成を推計すると令和22年（2040年）では、若年層がますます先細りの状態になり、少
子高齢化が著しく進展すると推計されます。

木島平村の人口ピラミッドの推移と推計（各年10月1日現在）
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（資料）総務省統計局「昭和55年国勢調査」
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木島平村の人口と世帯数の推移

• 人口はほぼ一貫して減少基調にあります。

• 世帯数は昭和50年（1975年）以降、緩やかな増加傾向が見られましたが、平成17年（2005年）をピークに、
若干減少しています。

• 1世帯あたりの平均人数は、平成26年（2014年）に3人を下回りました。昭和40年（1965年）と令和元年を
比較すると、約1.8人減少しており、一層の核家族化が進んでいると考えられます。
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年齢３区分別人口構成の推移（国勢調査）

• 年齢3区分の人口構成をみると、年少人口、生産年齢人口の割合は減少が続いています。

• 老年人口は昭和50年（1975年）と比べて、直近では40.0％と26ポイント増加しました。

• 村の将来を担う年少人口は、昭和50年（1975年）以降、ゆるやかに減少し、近年は10%強になっています。
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• 社人研の推計では、令和22年（2040年）の総人口は3,212人となり、昭和50年（1975年）の人口のほぼ半
分になる見通しです。

• 高齢化比率は令和12年（2030年）に4割を超えると推計されます。

• 令和22年（2040年）の年少人口と生産年齢人口は1,890人で、昭和50年（1975年）に比べておよそ3,400
人も減少することになり、地域経済の活力低下が懸念されます。

年齢３区分別人口構成の推移（社人研推計）
9



木島平村の人口の自然増減と社会増減

• 人口の増減要因をみると、自然動態は死亡数が出生数を上回り、近年は毎年約70人のマイナスです。

• 社会動態は、年によりバラツキがみられ、増減は一貫していません。

• 直近では、社会動態で29人増加したものの、自然動態で69人という大幅なマイナスとなり、人口増加につな
がっていません。
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木島平村の出生数と死亡数の推移

• 出生数は平成8年（1996年）ごろまでは50人程度で推移していましたが、その後は徐々に減少し、平成19年
（2007年）以降では30人程度で推移しています。

• 死亡数は、常に60人以上の数字となっており、多い年では100人を超えています。平成3年（1991年）から平
成30年（2018年）までの自然動態を集計すると1,311人の減少となります。
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木島平村の転入数と転出数の推移

• 転入と転出の推移をみると、年によりバラツキがみられます。直近では転入超過となりました。

• 全体的には社会動態にはっきりとした傾向がみられません。平成3年（1991年）から平成30年（2018年）ま
での社会動態を集計すると、94人が減少し転出超過となっています。この間の人口減少が、およそ1,300人
ですので、社会動態による影響は自然動態と比べて少ない傾向にあります。
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人口の転出入状況（平成27年国勢調査）

• 転出入の上位3位は飯山市、中野市、長野市等の近隣の市です。
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転入 361 転出 416

県内 266 73.7% 県外・国外 95 26.3% 県内 317 76.2% 県外 99 23.8%

飯山市 114 31.6% 東京都 36 10.0% 長野市 67 16.1% 東京都 22 5.3%

中野市 57 15.8% 埼玉県 9 2.5% 中野市 81 19.5% 神奈川県 7 1.7%

長野市 34 9.4% 神奈川県 10 2.8% 飯山市 79 19.0% 新潟県 8 1.9%

山ノ内町 11 3.0% 北海道 6 1.7% 須坂市 19 4.6% 埼玉県 14 3.4%

野沢温泉村 10 2.8% その他 33 9.1% 松本市 12 2.9% 千葉県 6 1.4%

県内その他 40 11.1% 国外 1 0.3% 県内その他 59 14.2% その他 42 10.1%



5歳階級別転入・転出者数（男女別）（令和元年）

• 転入・転出者数を5歳階級別、男女別でみると、20歳から34歳で男性の転出超過が１０人に対し、女性は１８人
の転入超過となっており、この年齢層では大幅な人口減少が見られます。

• 今後の動態が今後も続くかどうかについては、毎年注意深く見守っていく必要があります。

20-34歳の転入数
男性21人
女性15人

20-34歳の転出数
男性31人
女性33人

20-34歳の転出入数の差
男性21－31＝▲１０（人）
女性15－33＝▲１８（人）

転
入

転
出
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木島平村の合計特殊出生率の推移（全国、長野県との比較）

• 合計特殊出生率は、動きが比較的激しく、２近くに跳ね上がるときもあれば平成19年（2007年）のように全国
平均を大きく下回るときもあります。これは、その年に産む子どもの数の増減が、本村の女性の人口に対して、
数字上大きく動いてしまうためと考えられます。

• このため、毎年の本村の出生率から、経年的な動向を把握するのが難しいという課題があります。
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（参考）厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」による合計出生率の推移

• 厚生労働省「人口動態保健所・市町村別統計」で公表されている合計特殊出生率は、「ベイズ推定」という手法により、小地域
に特有なデータの不安定性を緩和し、市町村ごとの合計特殊出生率を算定しています。

• 全国（昭和58年から平成14年）は、各期間の中央年次の値を用いています。

• 5年ごとの数値ではありますが、長期的な視点で出生率の動向を把握することができます。本村の出生率は、過去においては県
を大きく上回っており、昭和58年-昭和62年は2.18でした。しかし、近年はその差が縮小傾向にあり、平成20年-平成24年では
出生率1.47と、長野県（出生率1.53）を下回っています。この要因としては、晩婚化と第2子以降の出生が少ないことが影響し
ているのではないかと考えられます。
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木島平村の女性の有配偶率、長野県、他市との比較

• 本村の女性の有配偶率は、近隣の飯山市、野沢温泉村と比べても、20-24歳で0.7～3.1ポイント、25-29歳で0.6～
4.1ポイント高くなっています。

• また、30歳代から40歳代で同様に比較してみても他の自治体よりも有配偶率は高くなっています。
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産業別就業人口の推移（平成２７年：実数と割合）

• 左上の産業別の就業者数をみると、昭和60年（1985年）以降、第3次
産業の就業者数が増加しています。ただ、平成22年（2010年）では5年
前に比べて減少しており、就業者総数の減少につながっています。全体
としては経済のサービス化が進展していることがわかります。

• 第3次産業の割合は直近で50％を超えています。

• 長野県、全国と比較すると第1次産業就業者の割合が高くなっています。

経済のサービス化が
著しく進展
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• 就業者を業種別に詳しくみると、昭和60年（1985年）との比較では卸売・小売業、医療・福祉の割合に著しい
増加がみられます。

• 農林水産業に就業する人は、この間、20ポイント近く割合を下げています。

• 製造業、建設業も就業者の割合を下げています。

業種別の就業者数の割合（昭和60年との比較）

昭和60年（1985年） 平成27年（2015年）
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木島平村の産業の特化係数（長野県との比較）

• 木島平村の産業の特化係数をみると、男女とも農業・林業が最も大きくなっています（漁業は除く）。

• 農業・林業の就業者は男女とも65歳以上で著しく多く、最も多い年齢階級では75-79歳となっています。農業・林業の高齢化が
今後も進んでいくと見込まれます。

• 男性では建設業、宿泊業・飲食サービス業、複合サービス事業の特化係数が大きく、女性では、医療・福祉、複合サービス事業
で大きくなっています。

農林業に就業する男女別・年齢階級別人口分布（人口ピラミッド）

産業別就業者数および特化係数

男性総数 373人
65歳以上 232人（62.2％）
15-64歳 141人（37.8％）

女性総数 294人
65歳以上 165人（56.1％）
15-64歳 129人（43.9％）
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産業別事業所数と長野県、全国との比較

• 産業別の事業所数をみると、宿泊業・飲食サービス業、卸売業・小売業、建設業の順に多くなってい
ます。

• 長野県、全国との比較では、建設業、宿泊業・飲食サービス業でその割合が大きくなっています。

産業別事業所数 産業別事業所割合の比較
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木島平村の就業者数、通学者数（就業地・通学地別）

• 本村から村外に就業している地域で最も多いのは、飯山市で540人、15歳以上通学者も56人と第1位です。

• 就業者数では次いで、中野市、長野市の順となっています。他市町村合計では就業者が1,154人、通学者は121人が村外
に通勤・通学しています。

• 村外から木島平村に就業・通学している地域では、飯山市、中野市が多く、他市町村合計では就業者が507人、通学者は
130人となっています。

• 村民のうち村内就業者数は1,427人です。

22

①木島平村から村外に就業、通学している先（人数、割合） ②村外から木島平村に就業、通学している先（人数、割合）

順位 市町村名 就業者数（％） 15歳以上通学者数（％） 合計（％） 順位 市町村名 就業者数（％） 15歳以上通学者数（％） 合計（％）

1 飯山市 540（46.8%） 56（46.3%） 596（46.7%） 1 飯山市 262（51.7%） 87（66.9%） 349（54.8%）

2 中野市 278（24.1%） 11（9.1%） 289（22.7%） 2 中野市 124（24.5%） 15（11.5%） 139（21.8%）

3 長野市 146（12.7%） 44（36.4%） 190（14.9%） 3 野沢温泉村 48（9.5%） 19（14.6%） 67（10.5%）

4 野沢温泉村 42（3.6%） 0（0.0%） 42（3.3%） 4 山ノ内町 26（5.1%） 3（2.3%） 29（4.6%）

5 山ノ内町 35（3.0%） 0（0.0%） 35（2.7%） 5 長野市 21（4.1%） 2（1.5%） 23（3.6%）

6 その他 113（9.8%） 10（8.2%） 123（9.7%） 6 その他 26（5.1%） 4（3.2%） 30（4.7%）

他市町村合計 1,154（100%） 121（100%） 1,275（100%） 507（100%） 130（100%） 656（100%）

1,427 54 1,481

（資料） 総務省統計局「平成27年国勢調査」 

他市町村合計

村内



３ 将来人口の推計



総人口・年齢区分別人口の推計①

• 平成31年（2019年）に公開された社人研の推計手法を用いて本村の将来人口を推計すると、平成27年（2015年）の人口
4,939人が、30年後の令和22年(2040年) には3,023人、 50年後の令和42年(2060年) には1,916人まで減少すると見込
まれ、30年間で38.8%、50年間で61.2%の人口減少が推計されます。

• 年齢３区分別でみると、平成22年（2010年）から30年間で生産年齢人口が2,733人から1,341人と約1,400人減少し、 50年
間で生産年齢人口が2,733人から791人と約1,900人減少する見込みです。

• また、年少人口は616人から30年後には287人と約330人減少し、50年後には160人と約450人減少する見込みです。

△38.8% △61.2%
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総人口・年齢区分別人口の推計②

• 前述の年齢３区分別人口の他に、0-19歳人口、20-74歳人口、75歳以上人口の3区分で分けた場合、平成22年（2010
年）から30年間で、20-74歳人口が3,124人から1,728人と約1,400人減少し、 50年間で20-74歳人口が3,124人から
1,027人と約2,100人減少する見込みです。

• また、0-19歳人口は830人から30年後には400人と430人減少し、50年後には217人と約600人減少する見込みです。
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人口減少が地域に与える影響

• 少子高齢化によって、本村の人口が今後30年間で約4割、今後50年間で6割以上減少することが予想されますが、こうした
人口減少が地域に与える影響は、上記のものが考えられます。

• 産業の衰退や地域の活力低下等、人口減少が地域にもたらす影響は大きく、こうした諸問題を解決するために人口減少をい
かに抑制していくかが重要となります。

＜地域社会への影響＞

・空き家、空き店舗の増加と地域景観の悪化
・地域コミュニティ活動の衰退、集落機能の維持困難
・地域公共交通の撤退、縮小

・税収の減少と社会保障費の増加による行政サービ
スの低下

＜地域経済への影響＞

・担い手不足と消費支出の減少による
地域経済の縮小

・地域小売業の衰退と買い物弱者の
増加

＜地域医療等への影響＞

・医療、介護需要の増加
・医療、介護費用など社会保障費等の増加

・医師、看護師等の不足による地域医療の
衰退

＜子育て、教育現場等への影響＞

・学級規模の縮小と複式学級化

・部活動や学校行事など集団による教育
活動の縮小

人口減少が地域に与える影響
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目標人口の推計条件

• 人口減少抑制策を展開していく上で、合計特殊出生率向上等による自然動態改善の施策や移住者受入や定住人口増加等
による社会動態改善の施策を検討していく必要があります。

• 目標人口を推計する上で、出生率向上（自然動態改善）や社会流出入の均衡等（社会動態改善）がどのように人口動態にプ
ラスの効果をもたらすのか、社人研推計値（パターン①）を基準に、出生率が段階的に上昇し、自然動態が改善するパターン
②、自然動態及び社会動態が改善するパターン③を加え、人口減少抑制策の効果をこれら3つのパターンでシミュレーション
を実施しました。

各種パターン パターン① パターン② パターン③

組み合わせ
社人研推計値 社人研推計値

＋自然動態改善
社人研推計値
＋自然動態改善
＋社会動態改善

自然動態改善 －

国の長期ビジョンの目標値を
参考に合計特殊出生率を

2015年1.47
2020年1.50
2025年1.80
2030年以降2.10と仮定

国の長期ビジョンの目標値
を参考に合計特殊出生率を
2015年1.47
2020年1.50
2025年1.80
2030年以降2.10と仮定

社会動態改善 － －
2020年以降、転出入の差が
ゼロになる移動均衡の状態に
なると仮定

各種パターン 国 長野県

自然動態改善 出生率を2020年1.6、2030年1.8、
2040年以降2.07と仮定

出生率を2025年1.84、
2035年以降2.07と仮定

社会動態改善 2040年までに転出入の差がゼロになる移動均衡
の状態

2025年以降、転出入の差がゼロになる移動均
衡の状態
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令和42年（2060年）目標人口の推計結果

• 将来人口について、前述の3つのパターンでシミュレーションした場合、パターン②の令和24年（2060年）の将来人口は1,937
人となり、社人研の推計人口（パターン①）1,916人とそれほど変化はありません。パターン③では3,060人となり、パターン①
を約1,100人上回る人口推計となります。 28

出生率 1.47 1.50 1.80 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10

社会動態 －

H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

転出入の差がゼロになる移動均衡の状態（社会動態が均衡）



（単位：人）

各パターン 年 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42
2015年から

の累計
パターン①
との差異

パターン① 自然動態 ▲ 251 ▲ 253 ▲ 251 ▲ 254 ▲ 275 ▲ 271 ▲ 244 ▲ 225 ▲ 211 ▲ 2,235 -
社人研推計値 社会動態 ▲ 85 ▲ 74 ▲ 68 ▲ 68 ▲ 57 ▲ 50 ▲ 41 ▲ 35 ▲ 29 ▲ 507 -

人口動態 ▲ 336 ▲ 326 ▲ 319 ▲ 322 ▲ 332 ▲ 322 ▲ 285 ▲ 260 ▲ 240 ▲ 2,742 -
総人口 4,939 4,658 4,322 3,996 3,677 3,355 3,023 2,701 2,416 2,156 1,916 - -
指数 ※ 1.00 1.00 0.93 0.86 0.79 0.72 0.65 0.58 0.52 0.46 0.41 - -

パターン② 自然動態 ▲ 269 ▲ 254 ▲ 239 ▲ 248 ▲ 269 ▲ 265 ▲ 239 ▲ 221 ▲ 206 ▲ 2,211 24

社会動態 ▲ 85 ▲ 74 ▲ 68 ▲ 64 ▲ 48 ▲ 53 ▲ 47 ▲ 38 ▲ 33 ▲ 511 ▲ 4

人口動態 ▲ 355 ▲ 328 ▲ 307 ▲ 312 ▲ 317 ▲ 318 ▲ 286 ▲ 258 ▲ 239 ▲ 2,721 21

総人口 4,939 4,658 4,303 3,975 3,667 3,355 3,038 2,720 2,434 2,176 1,937 - -
指数 ※ 1.00 1.00 0.92 0.85 0.79 0.72 0.65 0.58 0.52 0.47 0.42 - -

パターン③ 自然動態 ▲ 272 ▲ 229 ▲ 188 ▲ 187 ▲ 194 ▲ 171 ▲ 139 ▲ 120 ▲ 98 ▲ 1,598 637

社会動態 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 507

人口動態 ▲ 272 ▲ 229 ▲ 188 ▲ 187 ▲ 194 ▲ 171 ▲ 139 ▲ 120 ▲ 98 ▲ 1,598 1,144

総人口 4,939 4,658 4,386 4,157 3,969 3,782 3,588 3,417 3,278 3,158 3,060 -
指数 ※ 1.00 1.00 0.94 0.89 0.85 0.81 0.77 0.73 0.70 0.68 0.66 - -

     ※ 指数は平成27年（2015年）の総人口を1.00とする

パターン①
＋自然動態改善

パターン①
＋自然動態改善
＋社会動態改善

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計

目標人口のベースとなる推計値と社人研推計値との比較

• いずれのパターンでも人口減少は避けられない見通しですが、出生率改善や社会流入の増加等、人口減少抑制策を展開し
ていくことで、人口減少を抑制していく余地は十分にあり、パターン③を基準に人口減少抑制策を進めた場合、何もしない状態
（パターン①）よりも、自然動態が637人、社会動態が507人改善する見通しです。

29

2060年推計人口

自然動態の改善効果

社会動態の改善効果

人口減少抑制効果

各パターン

パターン① パターン② パターン③

社人研推計値
パターン②

＋社会動態改善

1,916 1,937 3,060

－ 24

－ 21 1,144

（単位：人）

パターン①
＋自然動態改善

637

－ ▲ 4 507



４ 人口の将来展望



＜合計特殊出生率＞

理想的な子どもの数

木島平村の目標人口

• 本村の目標人口は、以下の理由から前述のパターン③を選択します。合計特殊出生率について、本村が実施した村民アン
ケートで、理想的な子どもの数を聞いたところ、3人が最も多く53.1%、次いで2人が33.3%、 4人が4.9%であり、加重平均による
平均値は2.56人でした。このことから、本村の出生率の目標値を人口置換水準の2.10とすることは現実的であると考えます。

• また本村の社会増減は直近2年間はプラスで推移してきており、社会動態を均衡させることも可能と考えています。

• こうしたことから、パターン③による合計特殊出生率や社会増減を達成することが可能と考え、目標人口を令和22年（2040
年）3,600人、令和42年（2060年）3,000人とします。

令和42年（2060年）

目標人口

3,000人

令和22年（2040年）

目標人口

3,600人

平成27年（2015年）

人口

4,658人

＜社会増減＞

転入者と転出者の推移

村民アンケート
で、理想的な
子どもの数の平
均値は2.56人

直近（平成30
年）の社会動態
はプラスで推移

パターン③を選択
自然動態：合計特殊出生率を平成27年（2015年）1.47、令和2年（2020年）1.50、令和7年（2025年）1.80、

令和12年（2030年）以降2.10と仮定
社会動態：令和2年（2020年）以降、転出入の差がゼロになる移動均衡の状態になると仮定

3.1%

33.3%

53.1%

4.9%

0.6%

0.6%

3.7%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１人

２人

３人

４人

５人

６人以上

０人

無回答

n=162

平均2.56人

（加重平均）平均2.56人

（資料）長野県「毎月人口異動調査」（資料）結婚・妊娠・出産・子育てに関する村民アンケートより
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【産業振興と雇用の創出】
－産業と仕事をつくりだす環境づくり－

・村の基幹産業である農業と観光産業を基盤とし、地域資源を生かし
た産業や仕事をつくりだせる環境を整備する。

・意欲のある若者を中心に雇用の創出を支援する。

目指すべき将来の方向

• 村における将来人口の推計分析や村民意向調査結果を踏まえ、今後も地域の活力を維持するための目指すべき将来の方向とし
て、「産業振興と雇用の創出」、「新しい人の流れ」、「未来をそだてる」の3つの基本的視点を定めます。

• 「産業振興と雇用の創出」では基盤産業である農業と観光産業を主軸に産業振興を図り、意欲ある人を支え、雇用の創出を支援
します。

• 「新しい人の流れ」では、村内に良好な住環境を整備し、村外通勤者をはじめ転出の抑制を図ります。また本村の豊かな自然環境
と首都圏への高速交通網を生かし交流人口の活性化に努め、UIターンの推進など、社会動態の改善を進めていきます。

• 「未来をそだてる」では、村内の婚活や子育て環境を充実させると共に、子どもの個性や能力を高める教育を進め、長期的視点か
ら本村の未来を支える人材を育成します。

【新しい人の流れ】
－新たな人の流れをつくり、人と地域をつなぐ―

・雇用の創出と共に良好な住環境づくりをすすめ、村外通勤者の転出
を抑制する。

・豊かな自然環境と高速交通網を生かした交流人口の拡大に取り組
み人口の社会減を目指す。

【未来をそだてる】
－子育ての喜びを実感できる環境づくり―

・結婚や子育ての希望を叶え、子育ての喜びを実感できる環境を整備
する。

・子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす魅力ある教育を進め、未来
の村を支える人材を育成する。

目指すべき

将来の方向

３つの基本的視点

将来人口の推計結果

村民意向調査結果

戦略会議等で出された意見
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目標とする将来展望人口

• 本村の人口3,000人を目標とする令和42年（2060年）の将来展望人口は、前述のパターン③の条件にて、出生率の段階的
な向上と、社会動態の均衡を長期的に維持していく必要があります。

＋1,144人

（年）

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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出生率 1.47 1.50 1.80 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10
社会動態 － 小計
自然動態改善（人） 0 ▲ 21 23 62 67 81 100 106 105 113 637

社会動態改善（人） 0 85 74 68 68 57 50 41 35 29 507
人口動態改善（人） 0 64 97 131 135 138 150 147 140 142 1,144
累計（人） 0 129 194 261 270 276 300 293 280 285

転出入の差がゼロになる移動均衡の状態（社会動態が均衡）



将来展望人口（自然動態への効果）

• 若者の結婚や、子育て世代に対する出産・子育ての支援を実施し、出生率を段階的に改善することができれば、 令和42年
（2060年）の自然動態は98人の減少となり、社人研推計値（211人の減少）の約半数に抑えることができます。

• 令和42年（2060年）までの累計でみると、自然動態の減少抑制効果は637人となる見込みです。

累計637人

（年）

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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0-4歳の人口推移

• 自然動態の改善によって、人口増加の影響を大きく受けているのは0-4歳の年齢区分人口です。

• 社人研推計値によると、出生数が今後も改善することなく減少傾向が続く見込みであり、 令和22年（2040年）には76人にな
ると推計されています。しかし、将来展望人口が実現すれば、令和2年（2020年）まで減少傾向が続くものの、令和7年（2025
年）以降は増加に転じ、令和42年（2060年）には157人と、同年の社人研推計値よりも113人改善する見通しです。

＋113人

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計

（年）
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将来展望人口（社会動態への効果）

• 社会動態は、社人研推計値で令和2年（2020年）に85人減少すると推計され、それ以降常にマイナス（社会流出）で推移
する見込みですが、その数値は年を追うごとに減少傾向にあります。

• 移住者の受入や社会流入の増加へ向けた施策等を展開していくことで、令和42年（2060年）には累計507人の社会動態を
改善する見込みです。

累計507人

（年）

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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年少人口（0-14歳人口）への影響

• 年少人口（0-14歳）の将来展望は、令和7年（2025年）まで減少傾向が続く見通しですが、令和12年（2030年）に増加に転じる
ことが推計されます。令和42年（2060年）には社人研推計値よりも330人上回る見通しです。

• また将来展望人口の構成比率は、令和2年（2020年）まで低下傾向ですが、令和7年（2025年）以降、上昇に転じ令和42年
（2060年）には16.0%まで上昇する見込みです。

＋330人

＋7.7ポイント

年少人口は社人研推計値
の3倍以上に増加

年少人口の構成比率も約
8%から16%に上昇

年少人口（0-14歳）の将来展望

年少人口（0-14歳）の構成比率

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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生産年齢人口（15-64歳人口）への影響

• 生産年齢人口（15-64歳）の将来展望は、平成27年（2015年）以降一貫して減少傾向にあり、増加に転じるのは令和37年
（2055年）年以降になります。しかし、令和42年（2060年）の将来展望人口は1,694人と、社人研推計値よりも約1,120人上
回る見通しです。

• 将来展望人口の構成比率は、令和22年（2040年）まで低下傾向で推移します。年少人口の構成比率が高まることで、相対
的に生産年齢人口の構成比を押し下げていると思われますが、令和27年（2045年）以降は構成比率が上昇し、令和42年
（2060年）には55.4％と社人研推計値よりも14.1ポイント上回る見込みです。

＋1,120人

＋14.1ポイント

生産年齢人口は社人研推
計値よりも約1,100人増加

生産年齢人口の構成比率
も約40%から約55%に上昇

生産年齢人口（15-64歳）の将来展望

生産年齢人口（15-64歳）の構成比率

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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老年人口（65歳以上人口）への影響

• 老年人口（65歳以上人口）の将来展望は、社人研推計値とほぼ同じ減少傾向で推移しますが、令和42年（2060年）には
877人となり社人研推計値を88人下回る見通しです。

• また将来展望人口の構成比率は、令和7年（2030年）まで上昇傾向で推移し4割弱になります。しかし、令和12年（2030年）
以降は、社人研推計値を下回りながら低下傾向で推移しています。令和42年（2060年）には28.6%まで低下し、社人研推計
値よりも21.7ポイント下回る見込みです。これは前述と同様に、年少人口の構成比率が高まることで、生産年齢人口と共に老
年人口の構成比を相対的に押し下げていると考えられます。

▲88人

▲21.7ポイント

老年人口は約90人減少

老年人口の構成比率は約5
割から3割弱に低下

老年人口（65歳以上人口）の将来展望

老年人口（65歳以上人口）の構成比率

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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（参考）0-19歳人口への影響

• 0-19歳人口の将来展望は、令和7年（2025年）まで減少傾向となる見通しですが、令和12年（2030年）に増加に転じること
が推計されます。 令和42年（2060年）には社人研推計値よりも約450人上回る見通しです。

• また将来展望人口の構成比率は、令和7年（2025年）まで低下傾向にありますが、令和12年（2030年）以降、上昇に転じ令
和42年（2060年）には21.7%まで上昇する見込みです。

＋447人

＋10.4ポイント

0-19歳人口は社人研推計
値の3倍以上に増加

0-19歳人口の構成比率も
約11%から約22%に上昇

0-19歳人口の将来展望

0-19歳人口の構成比率

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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（参考）20-74歳人口への影響

• 20-74歳人口の将来展望は、平成27年（2015年）以降一貫して減少傾向にありますが、年を追うごとに減少幅は小さくなり、
令和32年（2050年）以降は、70人程度の減少になります。令和42年（2060年）の将来展望人口は1,751人と、社人研推計
値よりも約440人上回る見通しです。

• 20-74歳人口の構成比率は、令和2年（2020年）以降低下傾向で推移し、令和32年（2050年）には社人研推計値（56.6%）
よりも0.2ポイント下回っていますが、それ以降は上昇に転じています。

＋438人

△3.6ポイント

20-74歳人口は社人研推
計値よりも約440人増加

20-74歳人口の構成比率
は3.6ポイント低下

20-74歳人口の将来展望

20-74歳人口の構成比率

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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（参考）75歳以上人口への影響

• 75歳以上人口の将来展望は、社人研推計値とほぼ同じ減少傾向で推移しますが、令和42年（2060年）には646人となり社
人研推計値を26人下回る見通しです。

• また75歳以上人口の構成比率は、 令和2年（2025年）以降、社人研推計値を下回る見通しで、年を追うごとにその差は拡
大していきます。令和42年（2060年）の構成比率は21.1%と、社人研推計値よりも14ポイント下回る見込みです。これは0-19
歳人口の構成比率が高まることで、75歳以上人口の構成比を相対的に押し下げていると考えられます。

△26人

△14.0ポイント

75歳以上人口は26人減少

75歳以上人口の構成比率
は14ポイント低下

75歳以上人口の将来展望

75歳以上人口の構成比率

（資料）社人研「日本の地域別将来推計人口」に準拠した国提供の推計値を使用し、令和42年（2060年）まで推計
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将来展望人口まとめ

• 前述のとおり、今後も人口減少が続く見通しですが、出生率の向上による自然動態改善と、移住者増加等による社会動態改
善を進めることで、人口減少抑制への効果が見込まれます。

• 平成72年（2060年）に目標人口3,000人の将来展望を掲げることで、社人研推計値よりも773人もの改善効果が見込まれま
す。特に年少人口（0-14歳）と生産年齢人口（15-64歳）への影響は著しく、その構成比率はそれぞれ16.0%（対社人研推計
値+5.9ポイント）、55.8%（同+6.2ポイント）となり、これによって老年人口の構成比率も28.2%（同▲12.1ポイント）と、年齢区分
別の人口構成比のバランスも大きく改善することがわかります。

• また0-19歳人口、20-74歳人口、75歳以上人口の年齢区分においては、特に0-19歳人口への影響は著しく、その構成比
率は21.7%（対社人研推計値+7.9ポイント）となり、75歳以上人口の構成比率19.5%（同▲7.2ポイント）を押し下げる要因と考
えられます。
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年
平成27年
（2015年）

年齢区分
社人研

推計値

社人研

推計値

将来展望

人口

社人研推計

値との差異

社人研

推計値

将来展望

人口

社人研推計

値との差異

567 287 504 217 160 490 330
12.2% 9.5% 14.0% 4.5% 8.3% 16.0% 7.7%
173 76 166 90 44 157 113.6
3.7% 2.5% 4.6% 2.1% 2.3% 5.1% 2.9%

2,428 1,341 1,711 369 791 1,694 902
52.1% 44.4% 47.7% 3.3% 41.3% 55.4% 14.0%
1,663 1,394 1,373 ▲ 21 965 877 ▲ 88.0
35.7% 46.1% 38.3% -7.8% 50.3% 28.6% -21.7%

755 400 659 258 217 664 446
16.2% 13.2% 18.4% 5.1% 11.3% 21.7% 10.4%

2,936 1,728 2,021 293 1,027 1,751 724
63.0% 57.2% 56.3% -0.8% 53.6% 57.2% 3.6%
967 895 909 14 672 646 ▲ 26

20.8% 29.6% 25.3% -4.3% 35.1% 21.1% -14.0%

総人口 4,658 3,023 3,588 565 1,916 3,060 1,144

※ 四捨五入の関係で合計が一致しない箇所がある

75歳以上人口

年少人口
（0-14歳）

（0-4歳人口）

生産年齢人口
（15-64歳）
老年人口

（65歳以上）

0-19歳人口

20-74歳人口

令和22年
（2040年）

令和42年
（2060年）

（単位：人、％、ポイント）
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